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立法委員選挙でも、民進党は合計 68 議席を獲得し、初めて立法院（国会、全 113 議席）の過
半数を超えた。2008年選挙における国民党の 81議席獲得に及ばないものの、民進党の支持基盤
が弱い先住民や過疎地に重点的に議席を配分している立法委員選挙の制度的な問題 1を考慮すれ
                                                   
1 立法委員は小選挙区制と比例代表制のほか、「山地」「平地」の「原住民族枠」（先住民枠）の選挙で選出される。県市には
最低１つの小選挙区が設置されるため、人口1万人に満たない中国大陸寄りの過疎地である連江県、金門県にもそれぞれ1議席、
合計 2議席割り当てられる。「原住民族枠」は人口約 2%にすぎない認定された先住民族に、全議席中約 5%にあたる合計 6議
席（「山地」「平地」各 3議席）が割り当てられている。この 8議席分の選挙区/枠では国民党が強く、今回選挙でも 6人の同
党候補が当選した。 
 http://www.ide.go.jp 









表 1 総統選挙の結果 
候補者（推薦政党） 得票数 得票率 
蔡英文・陳建仁（民進党） 689万 4744 56.12% 
朱立倫・王如玄（国民党） 381万 3365 31.04% 
宋楚瑜・徐欣瑩（親民党） 157万 6861 12.83% 





















同党は比例代表の 2議席のほか、民進党と選挙協力を行った小選挙区でも 3議席、合計 5議席を
獲得して、親民党を抜き第 3党に躍り出た。 
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3 
表 2 立法委員選挙の結果（当選者数、カッコ内は得票率） 
政党 小選挙区 「原住民族」枠 比例代表枠 合計 
民進党 49（44.6%） 1 18（44.0%） 68 
国民党 20（38.9%） 4 11（26.9%） 35 
時代力量 3（2.9%） － 2（6.1%） 5 
親民党 0（1.3%） 0 3（6.5%） 3 
無党団結連盟 0（0.2%) 1 0（0.6%） 1 
新党 － － 0（4.1%） 0 
台湾団結連盟 0（0.8%） － 0（2.5%） 0 
無所属 1（5.5%) 0 － 0 
議席定数 73 3 34 113 
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の出馬を牽制した 5。このため、王金平立法院長は 5月に出馬を断念すると表明した 6。 
そこで、党内最保守派の洪秀柱立法院副院長（外省人、女性）7が出馬を検討し始めた 8。しか









4 「團結大戲才上演 馬就撕破臉」『自由時報』2015年 2月 26日。 
5 「「有人會退黨」馬英九一句話 迫王金平放棄初選登記」（風傳媒ウェブサイト）2015年 7月 19日。 
6 「『有人不同意』王領表生變」『自由時報』2015年 5月 13日。 
7 国民党内の李登輝派で、統一派政党「新党」の前身である「新国民党連線」のメンバーであった。 
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表 3 国民党党内予備選挙に関する世論調査の結果 
調査委託先 洪秀柱への支持 民進党候補との一対一の場合 平均 
全国意向 52.67% 43.68% 48.18% 
典通 51.35% 40.64% 45.99% 
聯合報 48.27% 40.61% 44.44% 
平均 - － 46.20% 
出所：「民調 4成 6 洪秀柱跨過初選門檻」『自由時報』2015年 6月 15日。 
 
ところが、予想に反し、6 月に行われた国民党の委託調査では「民進党の蔡英文候補との一騎













                                                                                                                                                              
8 「逼朱表態 洪秀柱嗆參選」『自由時報』2015年 3月 26日、 
「洪秀柱：2016再不表態 就是被將一軍」2015年 3月 27日（自由時報ウェブサイト）。 
9 「國民黨決議：啟動防磚條款」2015年 5月 25日（中時電子報ウェブサイト）。 
10 「對比式民調 洪秀柱︰對我不公平」『自由時報』2015年 5月 29日。 
11 「對比、支持度民調各 50％ 國民黨、洪秀柱達共識」『自由時報』2015年 6月 6日。 
12 「對比式民調 未公布蔡支持率惹議」『自由時報』2015年 6月 15日、 
「國民黨不公布民調分母 專家︰很奇怪」『自由時報』2015年 6月 16日。 
13 「《蘋果》民調 洪秀柱 5成支持度大勝蔡英文」2015年 6月 1日（蘋果日報）、 
TVBS民調中心「國民黨初選後 2016總統大選民調」2015年 6月 16日（TVBSウェブサイト）。 
14 「華視專訪》談兩岸政策 馬：洪秀柱一中同表和我一致」2015年 7月 2日（風傳媒ウェブサイト）、 
「馬英九為洪背書：一中同表與各表互為表裡」2015年 7月 3日（中華電視ウェブサイト）。 
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15 「『一中同表』 洪秀柱拋兩岸論述」『自由時報』2015年 5月 2日。 
16 「洪秀柱酸「想台獨又不敢說」 小英反擊：躁進的是國民黨」2015年 6月 27日（自由時報ウェブサイト）。 
17 「一中同表 洪：北京應承認中華民國存在」2015年 6月 22日（中央廣播電臺ウェブサイト）。 
18 「台灣名人堂 2015-07-02 總統參選人＿洪秀柱」（Youtubeウェブサイト）。 
19 「洪兩岸論述一再暴衝 黨中央不耐」『自由時報』2015年 7月 5日、 
「新聞幕後》黨勸調整兩岸主張 洪秀柱反批沒出息」『自由時報』2015年 7月 7日。 
20 「改口鞏固九二共識 洪辦：不再談一中同表」『自由時報』2015年 7月 8日。 
21 「拒談一中同表 洪秀柱怒：你們永遠沒辦法把我的話弄清楚」2015年 7月 11日（地涌時報ウェブサイト）。 
22 「訪美？洪秀柱嗆：規格沒比蔡高 幹嘛去」『自由時報』2015年 6月 19日。 
23 「重量級大咖出面「挺柱」 洪秀柱國安顧問名單曝光」2015年 6月 10日（風傳媒ウェブサイト）。 
24 中央社「胡志強：洪秀柱根本沒必要訪美」2016年 6月 22日（聯合報ウェブサイト）。 
25 「課綱爭議洪秀柱未表態 綠委指其態度與統派學者相同」2015年 6月 12日（自由時報ウェブサイト）。 
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人が出馬した場合」、蔡英文の支持率が 39.6％、宋楚瑜が 21.4%、洪秀柱が 19.4%という世論調
査結果が民進党に近い学者グループから発表された 31。8月には外省人が職員に多いTVBSの世論












                                                   
26 「蔡主席，請勿在校園操弄政治、拿課綱當鬥爭的工具！」2015年 7月 12日（洪秀柱 Facebook）、「洪秀柱：課綱之爭是中
華民國與台獨史觀之爭」2015年 7月 13日（自由時報ウェブサイト）。 
27 「洪：若當選 依憲法改課綱」『自由時報』2015年 7月 30日。 
28 「風災停電 洪：不排除重啟核四 環團：頭殼壞掉」『自由時報』2015年 8月 10日。 
29 「洪指立院績效不彰就關門 綠批如軍閥」『自由時報』2015年 9月 18日。 
30 「「立院關門說」惹議 洪秀柱：被媒體錯誤解讀」2015年 9月 18日（風傳媒ウェブサイト）。 
31 決策民調中心「三強鼎立？宋楚瑜、洪秀柱、蔡英文 超級比一比民意調查」2015年 7月 4日（兩岸政策協會ウェブサイト）。 
32 TVBS民意調査中心「蘇迪勒風災後，2016總統大選民調」2015年 8月 11日（TVBSウェブサイト）。 
33 「張碩文：719之後還有 13人宣佈脫離國民黨」2015年 7月 16日（自由時報ウェブサイト）。 
34 「本土大老串聯 組『台灣國民黨聯盟』」『自由時報』2015年 9月 27日。 
35 「兩度勸退洪不成 將開臨全會徵召朱立倫」2015年 10月 5日（中央社ウェブサイト）。 
36 「若朱立倫辭市長當副手 洪秀柱：很高興」2015年 10月 5日（中央社ウェブサイト）。 
37 「洪憲法終統論 王：易起糾紛」『自由時報』2015年 10月 3日。 
38 「朱洪會 朱立倫曾施壓：「你的終極統一，大家不接受」」2015年 10月 5日（自由時報ウェブサイト）。 
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39 「絕口不提換柱！國民黨將召開臨全會」2015年 10月 7日（自由時報ウェブサイト）。 
40 「換柱推手是他！廖了以入府「感動」馬英九終同意」2015年 10月 6日（民報ウェブサイト）。 
41 「臨全會換柱案 馬連吳王舉手支持」『自由時報』2015年 10月 18日。 
42 「挺柱民眾失控 持棍砸車」2015年 10月 7日（蘋果日報ウェブサイト）、 
「堅定「挺柱」！KMT開中常會 柱粉包圍黨部抗議」2015年 10月 7日（TVBSウェブサイト）、「臨全會場外 挺柱民眾下
跪抗議」2015年 10月 17日（中時電報ウェブサイト）、 










































な数字はないが、国民党員数は 2013年時点で約 35万人、2015年時点で 30万人強と減少傾向にある。一方、「黄復興党部」
所属党員は 2011年時点で 19万人であった。党費が免除される 75歳以上の高齢者が多いため、漸減傾向にあるものの、全党員
数ほどの減少ではない。 
「總統初選 國民黨員 35萬僅 9萬多人有投票權」『自由時報』2015年 4月 16日、 
「國民黨：總統初選具投票權黨員估逾 30萬」2015年 4月 16日（自由時報ウェブサイト）、「黃復興黨部－中華民國的捍衛者」
（中国国民党ウェブサイト）。 
 http://www.ide.go.jp 
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46 竹内孝之、池上寬（共著）「2005年の台湾 泥沼化する与野党の対立」『アジア動向年報 2006』アジア経済研究所、2006
年、194ページ。 
47 「黨主席之爭 王金平在故鄉高雄縣也淪陷」2005年 7月 17日（中國評論新聞網ウェブサイト）、 
「國民黨主席選舉 王金平故鄉高縣失守」2005年 7月 16日（大紀元ウェブサイト）。 
48 「洪秀柱為何這麼囂張？ 藍名嘴：她以為 46%民調是真的」2015年 7月 7日（自由時報ウェブサイト）。 
49 「《蘋果》民調 洪秀柱 5成支持度大勝蔡英文」2015年 6月 1日（蘋果日報）。 
 http://www.ide.go.jp 
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13 
って今回の選挙戦において数少ない蔡英文候補への攻撃材料でもあった。この問題が顕在化すれ
ば、民進党内にも同様をきたす可能性がある。 
 なお、日本との関係について、蔡英文次期総統はアメリカと並び、重視する姿勢を見せてい
る。台湾と中国の関係が悪化すれば、日本と台湾の間における実務関係にも悪影響が出るとの懸
念も、日本の報道や識者のコメントでは言及されているが、それは経済的な側面の話である。確
かに馬英九政権による中国との関係改善によって、中国による日台関係への介入圧力が和らぎ、
その結果、日台間では投資や漁業、租税などに関する協定/取り決めを締結するに至った。蔡英文
次期政権の下で中国との関係に変化が出れば、日台間の実務関係の深化にも影響が出る可能性は
否定できない。 
ただし、経済面の懸念も過大視すべきではなかろう。蔡英文次期総統は陳水扁前総統のような
急進的なパフォーマンスを好む性格でなく、むしろ李登輝元総統の時代のように緊張しながらも
準公式な対話が継続する可能性がある。陳水扁政権の下で関係が悪化した後ですら、中国はチャ
ーター航空便の運行や（最終的に決裂したものの）北京オリンピック聖火リレーの台湾における
実施ついての交渉に応じた。まして ECFAなど数多くの経済分野の協定が存在する今日では継続
して協議すべき議題も格段に増えており、双方の関係断絶は考えにくい。 
 安全保障面を見ると、馬英九政権は2012年以降、日台漁業協定の締結まで日本の尖閣諸島領海
に巡視船を度々侵入させた。また、フィリピンに対しても漁業紛争の際に軍艦や戦闘機を同国EEZ
に深く侵入させ、領海間際まで迫るなどの威嚇行為を行った。南シナ海に関しても、馬英九政権
はその海域全体に対する「主権」を主張することを譲らず、「国連海洋法条約は我が国が主権を主
張した後にできたもので、これを南シナ海の主権問題に遡及適用するのは法理に反する」と述べ
てきた。こうした立場は中国の立場と重なり、アメリカは馬英九政権に主張の根拠や趣旨の明確
な説明あるいは主張の自粛を求めていた。そのため、2015年には台湾外交部が「南シナ海平和イ
ニシアティブ」を提唱し、国連海洋法条約の順守を各国に求めた。しかし、これは台湾の南シナ
海における主権の撤回は意図しないほか、馬英九総統自らが2012年に提唱した「東シナ海平和イ
ニシアティブ」に比べると位置づけが低い。選挙後にアメリカの反対を押し切って、馬英九総統
が南シナ海の太平島訪問を行ったのは、こうした本音を反映したものと思われる。 
 蔡英文次期総統は尖閣諸島や太平島の領有権を主張しているものの、馬英九総統のような実力
行使には否定的である。南シナ海を含め、海域の紛争に対する国連海洋法条約の適用にも肯定的
な姿勢を明らかにしている。昨今の緊迫する国際情勢を見ると、蔡英文次期政権の登場は安全保
障面での日本の立場に寄与するはずである。 
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